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表紙

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書面交付請求
をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省
略しております。

第14回定時株主総会招集ご通知に際しての
電子提供措置事項（交付書面省略事項）

連結注記表
個別注記表

（自　2022年10月１日　至　2023年９月30日）

株式会社アズーム
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連結注記表

連結注記表

１ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数 ５社
・連結子会社の名称 株式会社CGworks

AZOOM VIETNAM INC.
株式会社鉄壁
株式会社ダイバース
CGWORKS VIETNAM INC.

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産
仕掛品、販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によって
おります。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
(イ) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備 10～18年
構築物　 10年
工具、器具及び備品 ３～10年

(ロ) 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３～５年）に基

づいております。
③ 重要な引当金の計上基準

(イ) 貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
(ロ) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度負担額を計
上しております。

(4) のれんの償却方法及び償却期間
10年間で均等償却を行っております。

－ 1 －
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常時点）は以下のとおりであります。

遊休資産活用事業
a.月極駐車場サブリースサービス

月極駐車場サブリースサービスは、駐車場の貸借に伴う賃料収入、契約手数料、賃料保証料等
で構成されております。顧客との賃貸借契約を締結する際の契約手数料等については、契約締結
を履行義務として識別し、契約締結により履行義務が一時点で充足されるため、当該契約締結時
点で収益を認識しております。賃料保証料については、顧客との契約に基づいて、契約期間にわ
たりサービス提供を行う履行義務を識別しており、当該履行義務は賃貸借契約締結における賃料
発生月から契約満了月までの期間にわたり充足されることから契約期間にわたり収益を認識して
おります。また、顧客との賃貸借契約に基づく賃料収入等については企業会計基準第13号「リー
ス取引に関する会計基準」等に従い収益を認識しております。

b.月極駐車場紹介サービス
月極駐車場紹介サービスは、駐車場の貸借の際に借主と貸主の間に立ち、賃貸借契約の仲介を

行っております。月極駐車場紹介サービスでは、契約駐車場の選定及び契約に向けた調整等を履
行義務として識別し、当該履行義務は賃貸借契約が締結される一時点で充足されるものであり、
当該契約締結時点で収益を認識しております。

ビジュアライゼーション事業
グラフィックデータ制作は、顧客の依頼により、3DCG技術等の専門的なスキルを活用し、建

物や空間の利用方法及び完成イメージをグラフィックデータとして制作し、販売するとともにVR
技術を用いて空間デザインのサービスを提供している事業であります。グラフィックデータ制作
では、顧客からの発注に基づき当該成果物の引渡を行う義務を履行義務として識別しておりま
す。当該履行義務は成果物が引渡される一時点で充足されるものであり、当該成果物の引渡時点
において収益を認識しております。

－ 2 －
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(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、収益及び費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替
換算調整勘定に含めております。
② 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給
付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

２　会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針
第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将
来にわたって適用することといたしました。これによる当連結会計年度の連結計算書類に与える影響はあり
ません。

３　表示方法の変更に関する注記
連結貸借対照表

前連結会計年度において、独立掲記をしておりました有形固定資産の「構築物」（前連結会計年度
113千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より、有形固定資産の「建物附属設
備及び構築物」に含めて表示しております。

－ 3 －
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４　会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結

会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、以下のとおりです。

のれんを含む固定資産の減損損失の認識の要否

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
スマート空間予約事業に関する資産グループののれんを含む固定資産の帳簿価額
52,313千円(内訳、のれん 47,225千円、ソフトウエア 5,088千円)

(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当社グループは、原則として、事業用資産について提供するサービスを基準としてグルーピングを行

っています。減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシ
ュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。判定の結
果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り、減損損失の認識が必要とされた場合、
帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価額の減
少額は減損損失として認識されます。

スマート空間予約事業は2019年９月に事業譲受により取得した事業であり、遊休スペースを貸し会
議室等の用途で収益化したい顧客に対してWEB予約システム「スマート空間予約」を導入し、継続的
に利用させることで顧客によるレンタルスペースの運営をサポートすることで収益を稼得します。稼得
する収益の大部分は顧客からシステム導入室毎に毎月収受する定額のシステム利用料であり、その対象
となる室数を増加させることが事業の拡大にとって不可欠であります。

事業取得時において見込んでいたシステムの新規導入室数を実績が下回ったことにより、事業取得時
に策定した事業計画よりも実績が著しく下方に乖離し、関連する資産グループには減損の兆候が認めら
れます。当社グループは減損損失の認識の要否の判定を行い、割引前将来キャッシュ・フローの総額が
資産の帳簿価額を上回ったことから、減損損失の認識は不要と判定しております。

減損損失の認識の要否の判定に用いられるスマート空間予約事業の将来キャッシュ・フローの総額の
見積りは、将来事業計画を基礎としており、システム利用料の増加の基礎となる、契約総室数の増加に
繋がるシステムの新規導入室数が当連結会計年度の実績程度で将来も安定して推移すること及びこれに
伴う新規のカスタマイズ対応案件の受注が現在の引き合い状況を勘案して翌連結会計年度に達成可能な
水準で将来も安定して獲得することを主要な仮定として織り込んでいます。システムの新規導入室数の
予測及び新規のカスタマイズ対応案件の受注に関する予測には高い不確実性を伴い、経営者による判断
が将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼします。なお、今後の状況の変化によって経営
者の予測及び判断から実績が乖離した場合には、スマート空間予約事業に関連する資産グループののれ
んを含む固定資産について減損損失の計上が必要となる可能性があります。

－ 4 －
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株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
普通株式 3,000,400 3,017,200 － 6,017,600

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
普通株式 59,138 59,138 － 118,276

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額
１株当たり
の配当額

基準日 効力発生日

2022年12月21日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 88,237千円 30円00銭 2022年9月30日 2022年12月22日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額
１株当たり
の配当額

基準日 効力発生日

2023年12月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 117,986千円 20円00銭 2023年9月30日 2023年12月25日

５ 連結貸借対照表に関する注記
(1) 棚卸資産の内訳

仕掛品 1,548千円
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 117,085千円

６ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

（単位：株）

(注)変動事由の概要は次のとおりであります。
株式分割による増加　　　　　　　　　　　　　　3,000,600 株
新株式の発行　　　　　　　　　　　　　　　　　     16,600 株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：株）

(注)変動事由の概要は次のとおりであります。
株式分割による増加　　　　　　　　　　　　　　　  59,138 株

(3) 配当に関する事項
① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

(4) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の
目的となる株式の種類及び数

普通株式　　　　　　　　101,200 株

－ 5 －
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連結貸借対照表計上額 時価 差額
① 差入保証金 200,168 199,216 △952

資産計 200,168 199,216 △952
① 預り保証金 233,496 232,706 △790
② 長期借入金(※２) 101,788 101,119 △668

負債計 335,284 333,826 △1,458

７ 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については、安全性の高い預金等に限定しております。また、運転
資金を主に銀行借入により調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制
　営業債権である売掛金は、取引先等の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して
は、取引先の信用状況を監視するとともに、取引先ごとの債権残高を随時把握することによって
リスクの軽減を図っております。
　差入保証金は、駐車場のマスターリース契約に係るものであり、差入先の信用リスクに晒され
ております。当該リスクについては、差入先の信用状況を定期的に監視することを通じて、リス
クの軽減を図っております。
　営業債務である未払金は、その殆どが１ヶ月以内の支払期日であります。また、預り保証金は
駐車場のサブリース契約に係るものであり、解約時に返還する義務を負っております。長期借入
金は主に運転資金に係る資金調達であります。当社は適時に資金繰計画を作成・更新するととも
に、手許流動性の維持等により流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）を
管理しております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ
れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な
る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

(※１)「現金及び預金」「売掛金」「未払金」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること
から、注記を省略しております。
(※２)長期借入金には１年以内に返済予定の長期借入金を含めております。

－ 6 －
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

① 差入保証金 － 199,216 － 199,216
資産計 － 199,216 － 199,216

① 預り保証金 － 232,706 － 232,706
② 長期借入金 － 101,119 － 101,119

負債計 － 333,826 － 333,826

(3)金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3
つのレベルに分類しておりま す。
レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該
時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の
算定に係るインプット を用いて算定した時価
レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資産
①差入保証金
差入保証金の時価は、返還債務の額を返還期日までの見積り期間及び信用リスクを加味した利率を基に割
引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

負債
①預り保証金
預り保証金の時価は、返還債務の額を返還期日までの見積り期間及び信用リスクを加味した利率を基に割
引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
②長期借入金
長期借入金の時価は、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行
後と大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため当該帳簿価額によ
っております。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 2,095,936 － － －
売掛金 106,638 － － －
差入保証金 － 200,168 － －

合計 2,202,574 200,168 － －

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長期借入金 43,759 18,124 10,068 8,124 7,767 13,946
合計 43,759 18,124 10,068 8,124 7,767 13,946

（注２）金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

（注３）長期借入金の決算日後の返済予定額
（単位：千円）
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報告セグメント
合計

遊休資産活用事業 ビジュアライゼーション事業
財又はサービスの種類
月極駐車場サブリースサービス 1,028,727 － 1,028,727
月極駐車場紹介サービス 427,304 － 427,304
スマート空間予約 64,126 － 64,126
グラフィックデータ制作 － 212,848 212,848
その他 2,580 － 2,580
顧客との契約から生じる収益 1,522,738 212,848 1,735,586
その他の収益 6,538,118 － 6,538,118
外部顧客への売上高 8,060,857 212,848 8,273,705

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 70,914
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 87,097
契約負債（期首残高） 89,947
契約負債（期末残高） 95,841

８　収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。
（単位：千円）

（注）　その他の収益には、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる、月極駐
車場サブリースサービスから得られる収益を主とした賃料収入等が含まれております。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「１ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注

記等「(5)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①契約資産及び契約負債の残高等
（単位：千円）
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当連結会計年度
退職給付に係る負債の期首残高 7,200 千円
退職給付費用 4,200
退職給付の支払額 △600
退職給付に係る負債の期末残高 10,800

当連結会計年度
非積立型制度の退職給付債務 10,800 千円
連結貸借対照表に計上された負債の金額 10,800

退職給付に係る負債 10,800
連結貸借対照表に計上された負債の金額 10,800

②残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が1

年を超える重要な契約がないため、実務上の簡便法を適用し、記載を省略しております。また顧客と
の契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

９ １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　 432円82銭
１株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　 149円22銭

（注）当社は2022年12月27日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当連
結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しておりま
す。

10 退職給付に関する注記
(1) 採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しております。
退職一時金制度では、退職給付として、退職金規程に基づいた一時金を支給しております。
当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算してお

ります。

(2) 簡便法を適用した確定給付制度
① 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

② 退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

(3) 退職給付費用
簡便法で計算した退職給付費用　　　　　　　　　　　4,200 千円

－ 10 －
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当連結会計年度
期首残高 48,197 千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 5,935
時の経過による調整額 183
資産除去債務の履行による減少額 △1,706
期末残高 52,610

11 資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
(1) 当該資産除去債務の概要

オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を10年と見積り、割引率は0.02％～0.60%を使用して資産除去債務の金額を計算し

ております。

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

（注）連結計算書類に記載の金額については､表示単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 11 －
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個別注記表

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法によっております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっており
ます。

(3) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備 10～18年
構築物 10年
工具、器具及び備品 ３～10年

② 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３～５年）に基づいて

おります。

(4) のれんの償却方法及び償却期間
10年間で均等償却を行っております。

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

－ 12 －
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(6) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度負担額を計上しており

ます。
③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して
おります。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(7) 重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する通常の時点（収益を認識する通常時点）は以下のとおりであります。

遊休資産活用事業
a.月極駐車場サブリースサービス

月極駐車場サブリースサービスは、駐車場の貸借に伴う賃料収入、契約手数料等で構成されてお
ります。顧客との賃貸借契約を締結する際の契約手数料等については、契約締結を履行義務として
識別し、契約締結により履行義務が一時点で充足されるため、当該契約締結時点で収益を認識して
おります。また、顧客との賃貸借契約に基づく賃料収入等については企業会計基準第13号「リー
ス取引に関する会計基準」等に従い収益を認識しております。

b.月極駐車場紹介サービス
駐車場紹介サービスは、駐車場の貸借の際に借主と貸主の間に立ち、賃貸借契約の仲介を行って

おります。駐車場紹介サービスでは、契約駐車場の選定及び契約に向けた調整等を履行義務として
識別し、当該履行義務は賃貸借契約が締結される一時点で充足されるものであり、当該契約締結時
点で収益を認識しております。

－ 13 －
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２　会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第
27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来
にわたって適用することといたしました。これによる当事業年度の計算書類に与える影響はありません。

３　表示方法の変更に関する注記
貸借対照表

前事業年度において、独立掲記をしておりました有形固定資産の「構築物」（前事業年度36千円）
は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より、有形固定資産の「建物附属設備及び構築物」
に含めて表示しております。

４ 会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係

る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、以下のとおりです。

のれんを含む固定資産の減損損失の認識の要否
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

スマート空間予約事業に関する資産グループののれんを含む固定資産の帳簿価額
52,914千円(内訳、のれん 47,225千円、ソフトウエア 5,689千円)

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報については、連結注記表　4　会計上の見積

りに関する注記に記載のとおりであります。

－ 14 －
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普通株式 118,276 株

５ 貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額   　 94,436 千円
(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権                         　   1,031 千円
短期金銭債務                          　33,792 千円

６ 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

その他の営業取引高　　　　　　　　　  33,870 千円
営業取引以外の取引高　　　　　　　　  15,300 千円

７ 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末の自己株式の種類及び数

－ 15 －
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繰延税金資産
未払事業所税 9,473 千円
未払事業税 21,979
賞与引当金 21,656
資産調整勘定 7,193
減価償却超過額 18,539
資産除去債務 17,755
その他 6,582
繰延税金資産小計 103,179
評価性引当額 △17,967
繰延税金資産合計 85,211

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △11,706
繰延税金負債合計 △11,706
繰延税金資産又は繰延税金負債の純額 73,505

８ 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

９ １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 413円72銭
１株当たり当期純利益 131円11銭

（注）当社は2022年12月27日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当事業
年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

（注）計算書類に記載の金額については､表示単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 16 －


